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（第30回FMMC研究会　2024年２月20日実施）

成城大学社会イノベーション学部　岡田　羊祐

プラットフォーム規制の日米欧比較：競争政策の視点から

インターネットを軸とするデジタル経済の発展
は、急速な技術変化を伴い、それによって複雑な、
エコ・システムと言われる生態系を生み出してい
ます。
　デジタル・エコ・システムには、さまざまな補
完的な技術を組み合わせた、巨大なデジタル・プ
ラットフォームが登場し、膨大なデータ、または
人材、技術が集積しつつあります。また、企業や
市場の境界を越えた、複雑なビジネスモデルが展
開されています。
　以下では、このデジタル・エコ・システムにお
ける技術特性、産業特性を踏まえて、デジタル経
済における望ましい競争と規制のあり方について
考えます。とりわけ日米欧３極の取り組みを比較
して検討し、次に述べる５項目についてお話をし
ます。
　最初にデジタル経済を語るキーワードとして、
「エコ・システム」を簡単に整理します。その共
通理解の下で、デジタル経済の特徴を技術の側面、
また市場・産業の側面から簡単にまとめます。
　３番目からが本論で「デジタル経済における競
争と規制」について考えます。理論編となる部分
です。４点目で、日米欧の競争政策・規制政策を、
各々の特徴からまとめます。最後に、デジタル経済
における競争政策はいかにあるべきかを考えます。

デジタル経済のエコ・システムに関する言葉の定義

　まず、「エコ・システム」という言い方を情報

通信技術、デジタル経済の中の文脈で語る時の意
味を定めます。情報通信技術はオープンに相互接
続された、経済的・社会的システムで、自然の生
態系と同様に、そこには適用性、自己組織化、拡
張性、持続性といった特性が備えられています。
この意味で、デジタル・エコ・システムという言
葉が使われていると思います。市場ということに
フォーカスするのみでなく、広く社会的な制度に
視野を広げて、考えている言葉です。
　本来プラットフォームは、ソフトウエアが動作
する基盤という意味合いで用いられていた言葉
で、「デジタル・プラットフォーム」は、デジタ
ル経済の文脈で、互換可能な補完的なコンポーネ
ントを多数の売手・買手が共有することによって
成立するビジネスの場といった意味で使われてい
ます。
　このような文脈で市場を捉える時、従来型の市
場の捉え方ではうまくいかないために、ここでは
「システム市場」という言い方をします。補完的
な技術や補完的な財・サービス、補完的な市場が、
組織的に連結されたような市場を、システム市場
と呼びます。

システム市場、あるいは、デジタル・エコ・シ
ステムを理解する時のキーワードとして、「モ
ジュール」という言葉が使われます。ここでは簡
単に、さまざまな技術から構成されるシステムの
インターフェースを標準化することによって、補
完的な技術を柔軟に連結することが可能なことと
定義します。モジュール化によって、技術の複合
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的連関が促されます。PCなどが典型で、モジュー
ル化が進むと、コンポーネントを自由に組み合わ
せたり、個々のモジュールを最新のものと交換し
て機能・性能を多様化したり、向上させることが
可能となります。モジュールは、特にデジタル経
済を語る時に、重要な考え方だと思います。これ
と表裏の話が、「限定合理性」ということになり
ます。
　システム市場の情報処理能力が、格段に上がり、
人間の認知能力と乖離してきています。デジタル
経済でモジュール化を促す基本的な要因でしょ
う。また、デジタル経済で発展したシステム市場
は、認知能力の限界を超えた情報処理能力を最大
限に活用する仕組みであると考えられます。
　デジタル経済では、多様なビジネスモデルが見
られ、この「ビジネスモデル」という言葉が、広
く使われるようになったのは、2000年ぐらいから
ではないかと思います。慶応大学の國領二郎先生
の定義を引用させていただいておりますが、ビジ
ネスモデルとは、４つの課題に対するビジネスの
設計思想で、①誰にどのような価値を提供するか、
②その価値をどのように提供するか、③提供する
にあたって必要な経営資源をいかなる誘因のもと
に集めるか、④提供した価値に対してどのような
収益モデルで対価を得るかの４点です。
　①は、基本的なモチベーションに当たるところ
で、ビジネスの目的、これを規定するもの。②と
③が、アーキテクチャーに当たる部分で、どのよ
うに提供するのかと、提供するに当たって必要な
経営資源をどのように集めるのかという組織のマ
ネジメントやビジネスアーキテクチャーに当たる
部分です。④は、収益モデルに当たる部分です。
ビジネスモデルを構成する基本的な４要素をうま
くまとめています。
　このうち収益モデルというのは目に見えるもの
ですので、比較的模倣が容易です。これに対して
②と③のビジネスアーキテクチャーは簡単には模
倣ができないので、競争優位を築く上で重要なポ
イントだと考えられます。
　また「オープン・アーキテクチャー」という言
葉は、モジュールを連結するインターフェースが
広く社会的に公開され、広く共有されたビジネス
デルの構造と、そのための設計方法、設計思想の
ことで、これも國領先生の定義に従っています。

デジタル経済の技術特性・産業特性

　以上の定義を行った上で、デジタル経済の技術
特性と産業特性について、簡単にまとめます。
　まず、デジタル経済を取り巻く技術特性の重要
なポイントは、いろんな要素技術が急速かつ持続
的に進歩しているところです。
　とりわけ重要な要素技術は４つで、半導体、通
信、仮想化、人工知能です。この４つは各々独立
ではなく、相互補完的な技術で、各々の技術の進
化が他方の進化をさらに促していく関係にありま
す（図表１、6p）。
　半導体は重要で、通信、仮想化、人工知能、い
ずれにおいても必須なキーデバイスです。カスタ
マイズした半導体が必要になっていますし、通信
ネットワークのあり方も変わる時代になっています。
　クラウドのような仮想化を活用した、情報ネッ
トワークのリソースを効率化する技術も、広がっ
て き て い ま す。LLM（Large Language Mod-
els）と言われているような大規模言語モデルを
2017年にグーグル等が発表してから、人工知能は
大きく発展し、社会へインパクトを与えつつあり
ます。技術がダイナミックに変わっていることは、
重要なポイントです。その上で、そのデジタル経
済を取りまくマーケットや産業などをどう捉える
べきかが、次のポイントです。
　１つ目は、技術が分割化されていて、個々の技
術で高い優位性を持ったとしても、その産業や市
場でリーダーシップを取れず、要素技術のリー
ダーシップが必ずしも市場のリーダーシップにつ
ながりません。もう一つはプラットフォームが大
きな存在感を持ち、このプラットフォームにデー
タが集中していく構造があります。プラット
フォームは、需要と供給の両面で、規模の経済性
が働いて、独占化する傾向を持っています。技術
が変わる中で、成熟した公益事業のような捉え方
は、必ずしも適切ではなく、産業の特性をどう踏
まえてどのような競争政策、規制政策が望ましい
のかを考えていきたいと思っております。
　このような技術の複合的連関が深まっていくこ
とによって、ビジネスモデルが変わってきていま
す。AIがビジネスモデルで活用されることによっ
て、新しいビジネスアーキテクチャーが見られる
ようになり、移り変わりが早い世界だということ
を意識しておく必要があります。
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　デジタル・プラットフォームの市場支配力は、
補完的技術の進化発展に合わせて、ビジネスモデ
ルを継続的にイノベーションしてきた事業者に
よって獲得されてきたことも、理解しなければい
けないポイントです。
　1999年にBresnahanとGreensteinという人が、
分割化されたリーダーシップとして述べていると
おり、個々の技術で大きなリーダーシップを取っ
たとしても、産業、市場でリーダーになれないと
いう状況が、広く見られるようになってきていま
す。知的財産権面から眺めても、例えば、4G、
5G、6Gなどの特許が、多くの事業者によって分
散して所有されているので、標準必須特許として
パテントプールにまとめていくことが求められて
います。
　プラットフォームへのデータ集中の背景には、
デジタル・プラットフォームが需要と供給の両面
で規模の経済性が働く、独占的な市場になりやす
い傾向があります。
　需要サイドの規模の経済性のことを、ネット
ワーク効果と言います。ネットワーク効果に関し
ては、電話のネットワークのように加入者が増え
ることによって電話の価値が上がるのを直接的
ネットワーク効果と言います。また、補完的な技
術や、補完的な財・サービスなどの値段が下がる

とか、あるいは品質が上がることによって、当該
技術あるいは製品の価値が上がる効果も働きま
す。これを間接的ネットワーク効果と言い、とり
わけデジタル経済では、間接的ネットワーク効果
が重要と言われています。
　規模の経済は、供給サイドでも強く働きます。
供給サイドでは固定費が大きければ大きいほど、
規模の経済性が強く働き、もちろん設備投資によ
る固定費も大きいのですが、供給サイドではデー
タ収集であるとか、ソフトウエア開発、研究開発
投資に関わる固定費もあります。こういったもの
が大きくなるので、大きな規模の経済性が働く面
もあります。需要サイド、供給サイドの規模の経
済性が、プラットフォーム市場における独占的な
地位を維持する鍵となるといえます。
　もう一つデジタル経済を特徴づける重要な市場
構造上の特徴に、ビジネスモデルの多様性があり
ます。とりわけデジタル経済を特徴づけるビジネ
スモデルとして、「水平分離型」という言葉が使
われます。
　これは、モジュール化された個別の構成要素に
応じて、プラットフォームが機能的に分離された
ビジネスモデルのことを言います。これに対して
従来の古い、例えば電話ネットワークのようなも
のは、個々の構成要素を垂直統合したような「垂

図表１

２．デジタル経済の技術特性・産業特性

技術特性（要素技術の急速かつ持続的な進歩が起こる）

・半導体の集積度や機能の向上（ムーアの法則は（まだ）死なず）

・通信速度の増加（4G, 5Gから beyond5G, 6G, NTNの時代へ）

・仮想化技術の進歩（クラウドの基盤技術）

・人工知能の進化（深層学習、強化学習から自己強化学習へ）

産業特性（需要・供給の両面で著しく規模の経済性が働く）

・分割された技術リーダーシップ
⇒要素技術のリーダーシップが必ずしも市場のリーダーシップに繋がらない

・プラットフォームへのデータ集中
⇒需要・供給の両面で規模の経済性が働き市場が独占化する傾向

⇒ 技術の複合的連関の深化によってビジネス・モデルのダイナミックな変化が起こる！

⇒ デジタルプラットフォーム（DPF）の市場支配力は、これら補完的技術の深化・発展に
 合わせたビジネスモデルの継続的なイノベーションによって獲得されてきた！

6
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直囲い込み型」ビジネスモデルで、エンド・ツー・
エンドで、一気通貫でサービスを提供するモデル
です。
　一方、デジタル・エコ・システムでは、モジュー
ルがキーワードになり、水平分離された個別の構
成要素がモジュール化された形で連結されていく
水平分離型の市場構造が典型的に見られます。と
りわけデジタル・プラットフォームのビジネス
アーキテクチャーは、この水平分離型が重要で、
「分散から集中へ、所有から利用へ」をキーワー
ドにして移行してきました。例えば、クラウドビ
ジネスは、分散化したネットワークから集中化し
たネットワークへ、また、オン・プレミスで自己
設備の所有から外部設備を利用するクラウドへと
移行してきました。その際にモジュールを連携す
るインターフェースが、特定のプラットフォーム
に占有化される場合もあれば、社会に広く公開さ
れる場合もあるでしょう。最近の巨大なプラット
フォーム事業者のビジネスドメインは、水平・垂
直の両面に拡大しており、垂直合併とか混合合併
が広く増加している傾向にあります。
　このことは、（図表２，10ｐ）で示すような感
じになります。市場ABCDと横軸にあって、機能
が１から５まで分かれているという仮定です。水
平分離型は個々の機能、例えばプラットフォーム

に特化した事業者が、いろいろな市場にわたって
サービスを提供するビジネスモデルです。一方、
特定の市場Ｂだけに特化して、エンドエンドで
サービスを提供している場合は垂直統合型、ある
いは垂直囲い込み型といえます。インターネット
のビジネスモデルは、水平分離型が特徴で、イン
ターフェースのオープン化、モジュール化が、梃
子となって進んできたといえます。
　巨大プラットフォームでは、このインター
フェースのモジュール化を軸に事業を展開してき
てはいますが、同時にこの水平分離と垂直囲い込
みが、相互に入れ替わって入り組みながら進むよ
うな面もあると思います。巨大プラットフォーム
は、面的にビジネスドメインを広げる方向へと拡
大しつつあると言えるのかもしれません。そう
なってくると、個々のプラットフォームは自分の
ネットワークを必ずしもオープン化しない傾向も
見られています。
　少しまとめると、インターフェースが広く公開
されるオープン・アーキテクチャー、これはデー
タの共有化を通じてデジタル経済全体の効率化、
最適化を促す。そういう意味では望ましい動きと
言え、クラウドコンピューティングが、オープン・
アーキテクチャーの普及を促すと期待されてきま
した。しかし、他方で、デジタル・プラットフォー

図表２

水平分離型 vs. 垂直囲い込み型

インターネット時代のビ
ジネスモデルは、垂直囲
い込みと水平分離の２つ
の相反する動きが交互に
入れ替わり、あるいは入
り組みながら進んでいる
ように見える。

巨大なデジタル・プラッ
トフォームでは、インタ
フェースのオープン化
（オープン・アーキテク
チャー化）は必ずしも広
がっているとはいえない。
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ムの要素技術の高度化とともに、ネットワークの
分散化や分断化という逆向きの動きも見られま
す。膨大なデータのトラフィック制御では、エッ
ジ・コンピューティングと言われているネット
ワーク構造の分散化が優位を持つ場合もあるで
しょう。
　近年、個人情報保護とかセキュリティが厳しく
言われるようになってきて、これを理由として
API（Application Programming Interface）の開
放をむしろ抑制する。ソフトウエアやデータの共
有が困難となる状況も増えています。
　さらに、巨大なデジタル・プラットフォームの
ビジネスドメインは、垂直合併、混合合併等を通
じて、面的に拡大している傾向があります。デー
タの可搬性、ポータビリティが十分でないまま、
プラットフォーム相互のビジネスドメインが抵触
する事態も生じています。分かりやすい例では、
デジタル広告です。GAFAと言われている巨大プ
ラットフォームが、デジタル広告で大きなシェア
を高めていく面があります。
　ネットワークの分断化は、巨大プラットフォー
ム同士の競争という、新しい状況をもたらしてい
ます。そのことは同時に、利用者によるデータ移
行のスイッチング・コストを高め、デジタル・プ
ラットフォームへのロック・インを強化しています。

デジタル経済における競争と規制

　上述のように、デジタル経済の顕著な特徴は、
イノベーションのスピードが速いということ。そ
して、製品開発と研究開発は並行して進行し、新
機能や新サービスを継続的に行うことが成功の鍵
という特徴を持っています。プラットフォーム事
業者たちは、そのために多元的な競争を展開して
います。
　４つのキーワードで示すと、「市場における競
争」vs.「市場をめざす競争」、もう一グループと
して「注目を集める競争」vs.「意思決定の枠組
みを巡る競争」、ユーザーのログインの時間とか
IDを囲い込む、集める競争です。ユーザー自身
の意思決定の枠組みに働きかける競争、心理学用
語でフレイミングって言いますが、このような面
での競争も行われていると思います。いわゆる競
争法の領域にとどまらない政策課題、法的課題と
いうものを生んでいます。

　デジタル・プラットフォームに対して、国際的
に規制を強化する動きが強まる背景を考えると、
インターネットのエコ・システムでは、プラット
フォームへのデータ集中が進んでおり、市場の独
占化、寡占化の懸念が高まってきています。また、
プラットフォーム事業者を、従来の通商法とか競
争法の規律だけでは十分に制御できないのではな
いかという懸念も生まれています。競争法は、基
本的には事後的な規制ですが、事前的な規制を
もっと導入すべきという動きが強まっています。
また、国家主権を超越する政治的影響力や、個人
情報保護といった基本的人権に関わる課題の議論
も高まっています。
　そういう意味で、このデジタル・プラットフォー
ムに対して、さまざまな法令に基づく違反、違法
性を問う訴訟が起きています。さらにプラット
フォームへの規律を強化するための立法、指針、
ガイダンスが策定されているのが、現在の状況です。
　こういった政策課題を考える時には、入り組ん
だトレードオフに対する目配りも必要です。とり
わけここで注目したいのは、３つのトレードオフ
です（図表３、14ｐ）。
　１つは、デジタル化による自動化が進んで生産
性が向上するという、プラスの面がありますが、
それが、所得分配の不平等化を強めているのでは
ないか。あるいは労働分配率の低下をもたらして
いるのではないか、という議論があります。
　２点目は、プラットフォームへデータ・技術・
人材が集中することによって、研究開発を行う主
体自身がプラットフォームに集中し、研究開発の
多様性の確保という面では、むしろマイナスでは
ないだろうか、という議論があります。
　３点目は、データ集中が起きると、サービスの
品質が上がりますが、一方で、プライバシーやセ
キュリティの確保に対するリスクを高めるという
面があります。
　こういったトレードオフを、適切にバランスさ
せる政策が求められています。競争政策の視点で
は、トレードオフに、どんな作用を働きかけるの
かということが問われます。これは複雑で、簡単
に答えが出てきませんが、３つのトレードオフへ
のインパクトを頭に入れながら、競争政策のあり
方を考えなければいけません。また、プラット
フォーム事業者の政治的・社会的支配力について
も、頭の片隅に置かなければならず、多元的なト
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レードオフを考えていく必要に迫られています。
　競争政策の側面から見た場合、トレードオフを
どう考えるかには、イノベーションのインセン
ティブが、キーワードになります。データ集中が
起こることによって、イノベーションが促される
面もありますが、それはいつも正しいとは限らな
い。そのため、イノベーションにも、多様性、多
元性が必要ではないかという議論もあり得ます。
　独占的なプラットフォームをいかにして、潜在
的な競争圧力の下に服させるか。これは「コンテ
スタブル」と経済学で言い、競争可能な状態をい
かに維持するかということが問われます。独占へ
の傾向があり、独占化したプラットフォームが生
まれることは致し方ない面がありますが、いかに
市場の規律、競争的な規律を与えていくかを問わ
れます。
　ただし、規制を強め過ぎると、デジタル経済の
イノベーションを阻害するかもしれません。日本
円で何兆円という研究開発投資を、巨大プラット
フォーム事業者は毎年行っており、大きなイノ
ベーションの担い手であることは疑いようもあり
ません。過剰規制によってイノベーションを阻害
しないことも考慮する必要があります。
　イノベーションの担い手は誰かという問いは、
経済学では、「シュンペーター仮説」と呼んでい

ます。シュンペーターは『経済発展の理論』と『資
本主義・社会主義・民主主義』で、相矛盾するこ
とを言っており、想定している経済が違うと思っ
ています。
　『経済発展の理論』では、いわゆる小規模企業、
個人発明家、アントレプレナーの役割を重視する
議論がされます。一方、アメリカに渡った後、シュ
ンペーターが書いた『資本主義・社会主義・民主
主義』では、巨大な企業が20世紀初頭にイノベー
ションを主導する状況が生まれており、そういう
ことを強く意識しています。
　市場集中、市場の支配力、市場独占に関心が高
まっているのかについて、デジタル経済に即して
考えます。
　経済学的に考えてみると、米国でも2017年のオ
バマ政権のもとで出たレポート以来、市場集中が
進んでいるとか、企業の収益率が拡大しているの
ではないか、労働分配率が低下しているのではな
いかという議論が盛んにされるようになってきて
います。
　こういった点を、個別産業のミクロ的な視点だ
けから論じているだけでは、十分に説明できず、
経済全体、マクロ経済、二国間あるいは国際的な
マクロ経済的な視点によって、捉えるべきポイン
トが出てきているのではないかという議論も高

図表３

プラットフォームへのデータ集中がもたらす３つのトレードオフ

①自動化等による生産性向上 vs. 所得分配の不平等（労働分配率の低下）

②データ・技術・人材の集中 vs. 研究開発の多様性の確保

③サービス品質の向上 vs. プライバシー保護、セキュリティ確保

⇒これらのトレードオフを適切にバランスさせる政策が求められている！

⇒競争政策の視点：競争とイノベーションのトレードオフをいかにバランスさせるか？

さらに付言すれば、データ集中は、経済的な市場支配力のみならず、プラットフォーム事業
者の政治的・社会的支配力も高める点に注意すべき

⇒３番目のトレードオフと関連（プライバシー、セキュリティ）
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まってきています。成長メカニズムが、変容して
きているのではないかという議論です。
　例えば、日本の問題意識に即していうと、日本
の産業競争力はなぜ低下しているのか。原因とし
て、財・市場の問題もちろんありますが、それに
とどまらず日本の資本市場、日本の労働市場、あ
るいは日本の無形資産を含む知的財産市場や技術
市場における構造変化、また関連する政策、ある
いは法制度とのミスマッチが関係し、デジタル経
済における市場集中が進行しているのではないか
という問題意識です。
　例えば、経済成長に伴う所得分配が、労働から
資本へ偏る傾向を強めつつあるのではないかと考
えます。競争法だけを考えていても、なかなか解
決に至らない。競争法以外の法制度とも連携する
こと、適時・的確な制度のアップデートが、強く
求められているのではないかというわけです。
　これについては、現在も活発な論争が続いてい
る段階です。競争政策におけるマクロ的視点は、
重要だと思いますが、ファクトについてもいろん
な論争が起きています。
　例えば、AIを活用した自動化が、労働分配率
の低下やイノベーションの集中化につながり、高
賃金で安定した雇用を減少させて、低スキル労働
者の実質賃金の低下を招いているのではないか。
これは、不平等の拡大を加速しているのではない
かという論争が起きています。コロナ禍を経て、
事実関係も再検証されて、活発に議論されていま
す。例えば、フランスの有名なピケティのように、
過去半世紀にわたり不平等が拡大しているってい
う論、課税データなどを利用した実証研究によっ
て、議論が深まっており、これに対する反論もあ
ります。
　とりわけ米国では、労働分配率の低下、イノベー
ションの集中化、売上高利益率の拡大が起きてい
ると主張する研究がある一方で、所得の不平等化
を過大評価していると批判する研究も出てきてい
ます。例えば、課税データではなく消費データな
どを使って再検証すると、それほど格差は拡大し
ていないのではないかと主張する研究もあります。
　このように、デジタル経済ではミクロとマクロ
の視点が錯綜しています。例えば、ネットワーク
効果をどう見るか、混合合併の異業種横断型の企
業結合が増えていることをどう評価するか、労働
市場でフリーランスとか、ギグワーカーと呼ばれ

る新しい労働形態が登場していること、正規雇用
における労働組合が弱体化していること、要素市
場における売手、買手双方で市場支配力が増加し
ていることなど、いろいろな観点から望ましい政
策のあり方が議論されています。
　すなわち、競争政策の課題を考える際に、隣接
する法と政策の領域が拡大する傾向を強めている
のだとと思います。

規制政策・競争政策の日米欧での展開

　デジタル経済の考え方について、理論的にざっ
くりしたまとめをしたので、規制政策・競争政策
の日米欧での展開について展望します。
　まず、欧州の競争政策を所管する欧州委員会の
動きを見ると、2017年以降、巨大な制裁金を課す
ような訴訟が連続して起きています。
　代表的なグーグルの事件以外にも、様々なプ
ラットフォーム事業者への訴訟が、欧州で行われ
ています。係争中の案件では、何十億ユーロとい
う水準の巨額の制裁金、課徴金を課す訴訟があり
ました。しかし、訴訟をしても、現状は大きく変
わらないため、市場支配力の乱用への抑止力を高
めるために、厳格な規律、規則、指令を設けない
と駄目ではないかという動きになっています（図
表４，18ｐ）。
　2020年以降の動きとして、まずP２B規則が
2020年７月に施行されて、22年にはDigital Ser-
vice Act（DSA）が成立します。2023年５月には、
Digital Market Act（DMA）が施行され、12月
には、包括的AI規制法案にEUの理事会等が合意
したという報道もありました。欧州は、積極的な
事前規制型に移行しつつあるといえます。
　欧州の競争政策の指導原理について、ドイツに
源流を持つ「オルド・リベラリズム」と言われて
いるものがあります。個人の自由な選択を通じて
実現される経済秩序のもたらす価値よりも、独占
企業による政治的・経済的支配力を抑止すること
によって「秩序づけられた自由主義」を実現する。
こういったことに価値を置く考え方が、欧州では
根強くあります。独占企業には、公正な競争秩序
を維持する責任があり、他の事業者より重い規制
が課せられるべきという考え方につながります。
これは、非対称規制です。このような考え方を独
禁法の世界では、special responsibility、「特別の
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責任論」とよんだりします。
　こういう考え方にはメリットもあるわけです
が、一方で欧州型の厳格かつ包括的な規制をデジ
タル経済に執行しようとすると、これには相当な
コストを要するといった面も、注意しなければい
けません。例えば、規制をする側にも、規制され
る側にもさまざまな専門知識を持つスタッフが大
量に必要になってしまいます。コンプライアンス
のために、膨大な要員が必要になってきます。
　ビジネスモデルが多様になっており、それに応
じて規制のルールも複雑になっていかざるを得な
いという面もあります。規制コストが肥大化する
ことは、プラットフォーム・ビジネスへの参入障
壁となる危険があり、注意しなければいけないと
思います。
　次に、米国では、競争政策を所管するのは連邦
取引委員会（FTC）と司法省（DOJ）で、ここ
でも2019年から、いわゆるGAFAへの監視が強
まっています。上下両院ともに超党派で監視を強
化すべきだという動きが起きています。
　基本的には米国ではいろんな訴訟が今に至るま
で続いているといえます（図表５，20ｐ）。FTC
がフェイスブック（メタ）とアマゾンを所管して
調査、DOJがグーグルとアップルの調査を所管す
るという合意が2019年にされて、現在まで、各々

所管の範囲で訴訟が提起されています。
　もう一つ注目すべきなのは、2023年の７月に「合
併ガイドライン草案」が、公表されました。何千
件というパブコメが寄せられた結果、大幅な修正
がされて、2023年12月に確定版が公表されました。
米国の合併ガイドラインの強化、合併規制の強化
は注目すべき動きだと思っています。
　2021年バイデン政権は、FTCの委員長にコロ
ンビア大学の先生だったリナ・カーン、司法省の
司法次官補にグーグルの裁判で名を馳せた弁護士
のジョナサン・カーターを任命しました。彼らは、
反トラスト法の起草時の理念に返る新ブランダイ
ス派と呼ばれる規制強硬派の位置に立つ人たちと
いえます。民主主義の擁護とか、中小企業・労働
者の保護とか、貧富の格差の阻止なども競争政策
の目的に位置づけるべきだとしています。また、
市場メカニズムの規律を必ずしも信頼していなく
て、市場集中や競争減殺が生じたことからただち
に違法性を推定すべきだという考えです。企業分
割、中小企業の保護、これによって価格が上がっ
て、消費者が損害を被ることもあるかもしれない
が、それも是認されることがあり得るというスタ
ンスになります。
　規制強行派の主導する訴訟が、繰り返し提起さ
れ続けているという流れですが、最近の司法判断

図表４

欧州委員会の動き

2017.6.  Google Shoppingのサイトで自己の価格比較サービスを優先した行為を競争法違反と認
定、制裁金 €2.42bn
2018.7.  Google Android OSのプレインストールを強制した行為を違法と認定、EC制裁金€4.34bn
2019.3.  Google Adsense が競合他社の配信する広告掲載を禁止した行為、また競合する広告掲
載の承認に拘束条件を課した行為を競争法違法と認定、制裁金 €1.49bn

2020.7. オンライン仲介サービスの公正性・透明性の促進規則（P2B規則）

2022.11. デジタルサービス法（DSA: Digital Service Act）成立

2023.5. デジタル市場法（DMA: Digital Market Act）施行

2023.12 包括的AI規制法案に合意

欧州委員会はデジタルプラットフォームに対する競争法違反を問う訴訟を続けており巨額の
制裁金を課す判決も相次いでいる

しかし、訴訟による市場支配力の乱用への抑止力は不十分とみて、厳格な規律を課す指令や
規則を続々と施行している

４．日米欧における競争政策・規制政策の展望
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を見る限り、これらの考え方を必ずしも裁判所は
支持していないと思います。消費者厚生を重視す
る伝統的なシカゴ学派の規範が、裁判所に深く浸
透しているのではないかと推測します。米国では
司法の独立性が高く、ここに影響が及ぶことは、
そう簡単にはいかないというのが、現状だと思い
ます。
　最後に、日本のことも少し見ると、早くから規
制の動きはありました。首相官邸にデジタル市場
競争本部が設置され、総務省と経産省と公正取引
委員会（公取委）で「デジタル・プラットフォー
ムを巡る取引環境整備に関する検討会」も行われ
ていました。また2019年には公取委でガイドライ
ンの改定も行われ、プラットフォームを意識した
改定も行われています。さらに、2021年には、い
わゆる透明化法といわれる、デジタル・プラット
フォームの規制・規律を与える法律も施行されて
います（図表６，22ｐ）。
　これは、日本流の独特の規制の仕組みで、私も
関わっていますが、一定の成果はありつつも、限
界も見えてきていると感じています。
　共同規制と言われているものは、利害関係者の
相互理解を深めるための「情報開示」がキーワー
ドになり、これを通じて自主規制を促して問題解
決を図ります。共同規制は、事前規制とも事後規

制とも言えない曖昧なもので、この情報開示を通
じて自主規制を促すアレンジが日本でされた背景
には、日本が独自に置かれた状況があったのだと
思います。ただし、これでは不十分だという根強
い批判もあり、内閣官房では「モバイル・エコシ
ステムに関する競争評価の最終報告書」に基づい
て、事前規制を導入するための立法の策定につい
て検討が進められている段階です。
　ただ、公取委もあまり訴訟がない、あっても確
約と言われている和解がほとんどという状況でし
たが、2023年10月にグーグル検索への審査を開始
すると公表されたので、訴訟に一歩踏み込むので
はないかといえます。
　欧米と比べて独禁法の事件審査、訴訟は圧倒的
に少ないですし、行政機関の規模も、欧米と比べ
て小さい。また、エコノミストとか、ロイヤーと
いう専門家層の厚みも薄い。こういう状況で、日
本では、行政機関が事前規制や訴訟を仕掛けるこ
とが、あまりなかったという背景があります。
　共同規制にもメリットがあって、技術変化が早
いため市場の実態について十分な知識、情報を得
ることは難しい。この中で、日本では、透明化の
ために、プラットフォームの協力と自主的な行動
変容を促すことに、力点を置いてきたということ
です。

図表５

米国議会、連邦取引委員会（FTC）および司法省（DOJ）の動き

2019.6. 上下両院によるGAFA（Google、Apple、Facebook、 Amazon）への公聴会開始

2020.10.  下院調査報告書（Investigation of Competition in Digital Markets）公表

2020.10. DOJ、Googleの検索技術の独占行為を反トラスト法違反として提訴

2020.12.   FTCおよび46州司法長官がフェイスブック（現メタ）によるインスタグラム、ワッツアップ買収
によるSNSの独占化を反トラスト法違反として提訴（継続中）

2021.7. 大統領令（Execu�ve Order）により競争政策の抜本的強化を表明

2023.1.   DOJ、アルファベット傘下のグーグルによるインターネット広告技術の独占行為を反トラスト法
違反で提訴

2023.6. FTC、オンラインモールにおけるアマゾンの行為が反トラスト法に違反するとして提訴

2023.7. FTCおよびDOJ、合併ガイドライン草案を公表

2023.12.  FTCおよびDOJ、合併ガイドラインを公表

米国では規制強化が超党派で主張されているものの、具体的措置を巡って政府や議会内で異論も多く、
立法による規制強化が実現するかは予断を許さない状況にある。

上下両院による超党派の公聴会（2019.6）を受けて、FTCがフェイスブックとアマゾン、DOJがグーグル

とアップルの調査を管轄する合意がなされ、この合意を受けて現在まで活発な訴訟が提起されている。
しかし、裁判所はFTCやDOJの判断を支持しているとはいえない。
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　まとめると、欧米日で、各々かなり違いがある
ことがうかがわれます。国や地域の置かれた状況
によって最適解、規制のあり方が異なると感じて
います。各国地域の規制環境に特有の違いがある。
各々の市民に固有の価値観があるということです
（図表７，24ｐ）。
　欧州は強制力のある事前規制、米国は時間と費
用のかかる訴訟、日本ではそのどちらでもない官
民連携という独特のフレームで運用されていると
思います。

デジタル経済の競争政策のあり方

　さてこのデジタル経済で、競争政策がいかにあ
るべきかでは、私は、４つの視点が大事だと考え
ます（図表８，25ｐ）。
　１つ目は、マーケットを見る場合、市場の画定、
市場の定義が競争法では重要なステップになり、
ここが従来型の市場の定義ではうまくいかず、こ
の市場の定義を柔軟化することが必要だと思いま
す。米国の「合併ガイドライン」の改定では、こ
れが柔軟な定義になっており、これは日本も取り
入れるべき、参照すべき重要な改正だったと感じ
ています。
　２つ目は、市場競争の多元化に対応しなければ

いけない。いわゆる価格競争、数量競争だけに
フォーカスした需要の価格弾力性に立脚した市場
の定義によって、価格競争、数量競争へのインパ
クトを考えるアプローチだけではうまくいかない
ことを考えていかなければいけない。
　３つ目は、デジタル経済は、我々の個人情報を、
ある意味、活発に活用するビジネスモデルであり、
競争政策には、個人情報をめぐる競争への対応が、
求められています。
　最後に、日米欧の比較で浮かび上がったことで、
事後的な法執行と事前的な抑止のバランスをうま
く取ることも必要です。
　こういう４つの視点から、競争政策のあり方を
考える必要があると感じています。
　１点目は、市場の定義の柔軟化です。プラット
フォームは水平、垂直、相互へ面的に広がってい
ます。水平のみでなく、垂直的な市場の連鎖を競
争法の射程にきちんと取り入れていく必要がある
ということになります。
　米国の「合併ガイドライン」では、このhori-
zontal、verticalという言葉がなくなり、related 
market（関連市場）という言い方をして、水平、
垂直を明確に区別しないような市場の定義をして
います。これは明らかにデジタル・プラットフォー
ムを意識した変更だと思います。このような市場

図表６

日本政府の動き

2019.9 デジタル市場競争本部の設置（内閣官房）

2019.12「デジタル・プラットフォーマーと個人情報等を提供する消費者との取引における優
越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方」公表（公取委）

2019.12「企業結合審査に関する独占禁止法の運用指針」の改定（公取委）

2021.2 「特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上に関する法律」（透明化
法）施行

2023.6. 内閣官房デジタル市場競争会議、「モバイル・エコシステムに関する競争評価の最終
報告」を公表

2023.10.   公取委、グーグル検索のアンドロイド端末への搭載の許諾契約が独禁法違反に当た
らないか審査を開始すると発表

透明化法によって、欧州の厳格な事前規制でもなく米国の活発な訴訟に見ら
れる事後規制でもない、日本独自の共同規制（利害関係者の相互理解を深め
るための情報開示等を通じて自主規制を促し問題解決を図る手法）を採用
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の定義の柔軟化は、有意義だと思います。
　よく多面市場と言われており、複数の市場、補
完的な市場がネットワーク効果によって連結され
る構造があり、市場では価格がゼロ以下となるよ
うなサービスも行われています。従来型の需要の
価格弾力性に依拠した市場の定義では、競争の実
態が十分把握できなくなっています。市場の境界
にこだわることなく、個々の行為によって消費者が
実際にどのような損害を受けるのかというメカニ
ズムを明らかにすることによって、競争侵害を柔
軟に認定する手法が必要になっていると思います。
　２つ目、市場競争が多元化すると、ビジネスモ
デルが日々革新されながら展開されており、ソフ
トウエア、個人情報などのデータをめぐる競争が
激しさを増しています。こういう市場を目指す競
争、イノベーション競争の枠組みに、競争政策が
どのように向き合うべきかが、問われています。
この点は、現在の競争法の執行の枠組みの中では

十分とらえきれていない面を明確化していくこと
が求められています。
　３つ目が個人情報をめぐる競争で、デジタル・
プラットフォームでは個人情報に関わる大量の
データを収集活用して、プロファイリングをして、
情報操作をして、ユーザーの意思決定に作用する
「ユーザーの注目を集める競争」とか「意思決定
の枠組みに働きかける競争」が行われています。
それがユーザーに不利益をもたらすようなパター
ンあり得るかもしれない。そうした懸念も高まっ
ています。個人情報保護の強化と競争政策の連携
が、必要になっています。
　事業者に重い責任を課すという欧州型の考え方
があり、一方で、fiduciary duty（信認義務：お
医者さんや弁護士と同じように、特別な責任を負
わせるべきだという考え方）があります。欧州型
だと、DSAやDMAのような厳しい事前規制を課
すべきだということになります。
　保護の強化と政策の連携への対応が求められて
いますが、どのようにモニターして、責任を負わ
せて、罰則を科すかというルール作りは容易では
ありません。EUでは、複雑で膨大な規則、ガイ
ドラインなどのルール作りが必要になっていま
す。これは、先ほど述べたように、プラットフォー
ム・ビジネスへの参入障壁となってしまう危険が

図表７

デジタルプラットフォームに対する規制は、国
や地域によって最適解が異なるのではないか？

各国・地域の規制環境には特有の違いがあり、
各々の市民に固有の価値観があると思われるた
めである。

欧州のように強制力のある規制に偏ることなく、
また米国のように時間と費用のかかる訴訟にも
頼らない日本流の透明化法の規制フレームはユ
ニークである。

しかし、どこまで共同規制が実効性をもつかは
今後のデジタルプラットフォームの行動変容に
かかっている。

岡田羊祐「巨大テック向けルール、日米欧でなぜ違う：『規制観』比較」
Nikkei Digital Eyes（2023年11月14日）

岡田羊祐「デジタル経済における競争政策の展望」『公正取引』880号
（2024年2月号）

三極の規制比較から示唆されるポイント

図表８

５．デジタル経済における競争政策はいかにあるべきか？
　４つの視点：
（１）市場の定義の柔軟化
（２）市場競争の多元化への対応
（３）個人情報を巡る競争への対応
（４）事後的法執行と事前的抑止のバランス
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あります。
　４点目は、事後的な執行と事前抑止のバランス
で、共同規制の考え方には、それなりのメリット
はあると考えます。しかし、批判もあるので、日
本は、この立ち位置を修正する方向へ動きつつあ
るという状況だとみています。
　簡潔にまとめると、デジタル経済のエコ・シス
テムは、半導体、情報通信、仮想化、人工知能な
どの要素技術が相互補完的かつ急速に進化してい
る。個々の要素技術のリーダーシップが必ずしも
市場のリーダーシップにつながらない。市場の
リーダーシップを取るためには、ビジネスモデル
の継続的なイノベーションが必要となります。
　デジタル経済ではプラットフォームへのデータ
集中が、市場支配力の源泉である。それは補完的

な技術の進化、発展に合わせたビジネスモデルの
持続的なイノベーションによって、獲得されてき
ました。この面はもちろんポジティブに評価すべ
き面があるといえます。
　一方で、その市場支配力が強くなりすぎている
のではないかという議論をしてきました。望まし
い競争政策のカギとなるのが、市場の定義の柔軟
化、市場競争の多元化への対応、個人情報保護へ
の対応、事後規制と事前規制のバランスという、
４つの視点が重要になるという結論になります。
　もう一つ加えると、これら複雑な政策課題の適
切なバランスを図るためには、補完的制度や国・
地域の市民の持つ社会的価値観の違いに応じて、
異なる競争政策の枠組みが求められます。


